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研究成果の概要（和文）：  本研究は、地域の学習資源を集約し、効率的・創発的に生涯学習・社会参加を促す
自治体規模の学習環境を、プラットフォームと見なし、その形成過程と機能、波及効果等を可視化することを目
的とした。
　具体的には、各領域の先行研究の検討、国内の先進事例の比較事例研究、プラットフォーム形成に必要な要素
を実際のフィールドで精査する介入研究を実施した。研究の結果、（1）関係者が対話する場をつくる、（2）既
存の地域資源やつながりを活用する、（3)持続可能な仕組みを築く、（4）活動のプラットフォームを構築する
という、効率性・創発性・持続性を有する、様々なプラットフォームの構築過程と必須となる要素を示すことが
できた。

研究成果の概要（英文）：  The aim of this research was to investigate constructing processes, 
functions and impacts of the platforms with efficiency and emergence. These platforms concentrate 
local learning resources and promote lifelong learning and social participation of residents.
 The researches consisted of reviewing previous research in each area, comparing case studies of 
representative cases in Japan, and conducting intervention studies in the actual fields in order to 
select essential elements for constructing platforms. As the result of these researches, the 
constructing processes of the variety of platforms with efficiency, emergence and sustainability 
were clarified. The essential elements for constructing platforms were as follows. First, creating 
opportunities for stakeholders to exchange their opinions. Second, utilizing existing local 
resources and social connections. Third, trying to build a sustainable mechanism. Fourth and 
finally, constructing a platform for various activities.

研究分野：教育学

キーワード： プラットフォーム　生涯学習　社会参加　効率性　創発性　持続性　官民連携　社会関係資本

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究の学術的意義は、住民の生涯学習・社会参加の基盤となり、地域の社会関係資本の蓄積を促す行政組
織・民間団体の連携・協働の集積をプラットフォームとして実態的に捉え、その形成過程を示せる、理論的な志
向性にある。
　研究の社会的意義は、事例研究や介入研究を通じ、国内各地のコミュニティの特性に応じた、プラットフォー
ム形成の手法を提案する、自治体政策への応用可能性の高さである。本研究により、生涯学習・社会教育を通じ
てコミュニティを活性化するための、行政組織の再編や官民連携の適切な進め方や具体的な手法が明らかにされ
る。このことで、各自治体で組織再編や官民連携の動きを効果的・効率的に進めることができる。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
（1）生涯学習・社会教育を巡る政策動向と政策・研究課題 
 近年、生涯学習や社会教育にコミュニティ構築の役割が期待される一方で、ネットワーク型
行政への移行が推進されている。しかし、それぞれに政策・研究課題が存在する。 
 まず、コミュニティ構築の役割については、1990 年代以降の市町村合併や地方分権の動きの
中で、地域自治を支える基盤としてコミュニティへの注目が高まり、その構築方法に焦点が当
てられている。文部科学省は、コミュニティの構築に社会教育が果たす役割に着目し、「公民館
等を中心とした社会教育活性化支援プログラム」や、「学びによる地域力活性化プログラム普
及・啓発事業」を実施し、ベスト・プラクティスの共有に努めている。また、地方創生を巡る
教育再生実行会議の提言や中央教育審議会の議論でも、社会教育の有する地域課題解決の役割
や、ネットワーク形成の機能が注目されている。しかし従来の研究の多くは、特定の自治体を
取り上げたワンショット・サーベイに留まっており、生涯学習・社会教育の活動により住民の
自主的活動が促され、新たな社会的ネットワークが構築されていく道筋や論理が明らかでない。 
 次に、ネットワーク型行政への移行は、1990 年代後半に社会教育行政の新たな方向性として
打ち出されたものである。具体的には、従来、部局ごとに行われていた生涯学習・社会参加関
連の事業を統合し、教育行政が高齢者福祉や男女共同参画、まちづくり等の行政内他部局だけ
でなく、NPO や企業等の民間組織とも連携を進め、官民の連携・協働により地域内の教育資源
を有効に活用し、効率的・創発的サービスを提供することが目標にされている。しかし、各自
治体で学習資源やネットワーク等の背景要因が異なるため、生涯学習・社会参加の推進体制と
いう観点からの一般化がほとんど行われていないことが課題である。 
 以上の国内の政策動向に加えて、近年では、「学習都市ネットワーク」の動き（ユネスコ）や、
「イノーベティヴな学習環境」の研究（OECD・CERI）に見られるように、国際機関において
も、効率的・創発的な学習環境の形成に注目がなされている。以上の状況を鑑みると、各自治
体において官民の連携・協働が住民の生涯学習・社会参加を促し、地域の社会関係資本の蓄積
を促す機制やその過程を明らかにする研究が必要とされていると言える。 
 
（2）着想に至った経緯 
 代表者はこれまでの研究で、住民の生涯学習や社会参加の背景にある行政組織・地域組織の
再編の動向について、地方部の自治体を中心に事例研究を進めてきた。この結果、教育行政が
地域の団体を組織化しその関係を組み替えることを通じて、地域の社会関係資本の蓄積に寄与
することを示した。この枠組みは、地域の団体の布置や行政機関との関連に着目する点で、都
市部等の他の自治体にも拡張可能であるものと考えられた。 
 また、国立教育政策研究所や国立女性教育会館のプロジェクト研究に関わる中で、生涯学習
や地域活動を促す官民パートナーシップの組織化や、教育施設間の協働に関する全国の事例研
究や質問紙調査を進めてきた。この結果、地域における団体・組織間の連携・協働が継続する
ことにより、地域の学習資源やネットワーク等が蓄積された恒常的なコンソーシアムやプラッ
トフォームという形で基盤形成がなされること、この基盤において、生涯学習・社会参加関連
のサービス提供の効率性が高まるだけでなく、単独のアクターでは達成できない「創発効果」
が生み出されること等を明らかにした。 
 さらに、前所属組織、及び現所属組織において、国内外の先進事例を参考にして、岐阜県高
山市や千葉県柏市等で、高等教育機関・行政・民間組織の連携により、新たな生涯学習や社会
参加の機会を創出する介入研究も進めてきた。 
 以上の研究により、官民の連携・協働のもと、効率的・創発的なサービスを提供し、住民の
生涯学習・社会参加を促す「プラットフォーム」の存在に着目するに至った。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、地域の学習資源を集約し、効率的・創発的に生涯学習・社会参加を促す自治体規模
の学習環境をプラットフォームと見なし、その形成過程や機能、波及効果等を可視化すること
を目的とした。 
 
３．研究の方法 
 本研究では、まず、（1）生涯学習・社会参加を促すプラットフォームについて、各領域の先
行研究を検討し、プラットフォームの概念とその構成要素、効率性や創発性といった機能、評
価方法等を明らかにした。対象は、地域社会学におけるコミュニティや地域組織の研究、経営
学における組織間関係や「創発性」に関する研究、行政学におけるローカル・ガバナンスに関
する研究、都市工学におけるコミュニティ・プランニングに関する研究等である。 
 次に、（2）国内の先進事例の比較事例研究では、政策領域ごとにプラットフォームの先進事
例を選び、複数の事例の比較研究を行うことによって、プラットフォームの形成過程やその機
能、波及効果等を明らかにした。 
 さらに、（3）プラットフォーム形成に必要な要素を実際のフィールドで精査するため、事例
研究から得られた要素のうち、介入研究に応用できる要素を絞り込み、協力する機関・団体と
の連携を進め、介入研究を実施した。介入の結果については、「効率性」や「創発性」の観点か
らの評価だけでなく、住民の QoLや Social Capitalへの影響に関する評価も実施した。 



 以上の（1）〜（3）の研究を通じて、（4）プラットフォーム構築に関するモデルを提示した。 
 
４．研究成果 
（1）理論研究 
 まず、行政学や経営学、社会学、都市工学等の領域の先行研究を参照し、プラットフォーム
の構成要素や機能、評価方法について整理を行った。官民連携のプラットフォームが求められ
る背景には、「政府の失敗」「市場の失敗」、そしてコミュニティの機能不全がある。これを受け
て、各セクターの課題として、政府部門には「住民サービス」モデルから「プラットフォーム
提供」モデルへの転換が、民間営利部門には CSRから CSVへの転換が、サードセクターには
「ボランタリーの失敗」を乗り越え、官民連携を推進することが求められている。 
 次に、プラットフォームの評価には、3 つの視点が存在することを示した。具体的には、①
「効率性」、つまり、これまで個別の組織や団体が単独で提供してきた公共サービスについて、
関連する組織・団体が連携・協力することで、どれだけ資金や労力、その他のコストを削減で
きるかという視点、②「創発性」、つまり、単独の組織や団体では提供できないような、斬新で
質の高い公共サービスを提供できるかという視点、そして、③「持続性」、つまり、パートナー
シップに基づく取り組みの結果、次の活動の担い手を育てられるか、という視点である。 
 さらに、先行研究の検討により、プラットフォームの構築過程に、（a）関係者が対話する場
をつくること、（b）既存の地域資源やつながりを活用すること、（c）持続可能な仕組みを築く
こと、（d）活動のプラットフォームを構築すること、の 4つの段階があることも明らかにした。 
 これと並行して、複数の事例を比較する際の、比較事例研究の方法についても研究成果を公
表した。具体的には、研究目的に沿って体系化された質問を行い、事例の特定の側面に焦点を
当てた分析と記述を進める「体系的重点比較法」を用いて、調査研究を進めることを提案した。 
 
（2）比較事例研究 
 次に、（1）の理論研究に基づき、4 つの政策領域における様々なタイプのプラットフォーム
の形成過程に関する比較事例分析を行った。第 1に、学校支援に関するプラットフォームの構
築過程に関して、大分県佐伯市における学校と地域の協働事業に関する 10年間の調査研究の成
果を公表した。経時的な分析によって、学校と地域の協働を推進するコーディネーターを、ネ
ットワークの媒介点である公民館へと配置することで、社会関係資本の構造的・認知的側面の
変化が生じること、協働の活動の蓄積により、地域から学校への支援だけでなく、学校が地域
を支援する方向での変化が生じる機制を明らかにした。 
 第 2に、地方創生に関する官民連携のプラットフォームの事例研究として、他の科研費研究
（15H01756、16H03008）と提携し、長野県飯田市における地域自治組織の事例研究を実施した。
この自治体は、公民館や自治会等の地域の機関・組織を再編し、地域自治組織を中心に地域活
動の促進を図っている。市内の複数地区の比較事例分析に基づき、官民の連携と役割分担、既
存の住民自治の仕組みを活かした地域自治組織の体制づくり等により、再生可能エネルギーの
取り組みや、少子高齢化や地区の環境保全等の地域課題解決の取り組みが進められていること
を明らかにした。この事例研究により、官民連携や地域のコミュニティ組織の再編が、地域の
関係基盤に影響を及ぼし、地域課題の解決につながる道筋を明らかにした。 
 第 3に、女性の活躍推進に関するプラットフォームの構築に関して、先進事例の分析に基づ
き、共通する要素の抽出を行った。この要素とは、官民連携体制の構築と、庁内連携の推進、
多様な組織・団体との連携による新たなサービスの提供である。 
 第 4に、子どもの貧困問題に関する官民連携のプラットフォーム構築に関して、他の科研費
研究（15H03492）の一環として、政策レビューに基づき、市民社会組織の先進的な取り組みの
分析を行った。先進事例の分析により、貧困世帯に対するワンストップサービスや、食事の提
供・学習支援・体験活動の提供の一体化、あるいは課題発見につながる丁寧なアウトリーチ活
動等の有効な支援方法を可視化することができた。さらに支援の前段階として、官民が協働で
事業スキームを開発することの重要性も明らかにした。 
 
（3）介入研究 
 介入研究については、所属組織である東京大学高齢社会総合研究機構の教員・大学院生と連
携し、高齢化が進む千葉県柏市の豊四季台団地におけるコミュニティスペースの運営と、神奈
川県鎌倉市の郊外住宅地である大平山・丸山地区におけるアクション・プラン策定に携わった。 
 高齢化の進む豊四季台団地では、2018年より、商店街の一角に地域住民が主体的に運営する
「地域活動館（仮称）」を試験的に設置し、住民運営の通いの場のモデル作りを試みた。具体的
には、近隣で活動する 130団体に呼びかけ、このうち 30のグループへのフォーカス・グループ・
インタビューを実施した。さらに、スペースの利用後に、活動団体との振り返りの機会を設け
ることにより、団体が有するニーズと、活動上の課題を可視化した。運用開始後は、このスペ
ースがどのように利用されているかに関する利用者インタビューや、活動の参与観察・映像分
析、団体へのインタビュー調査等を通じて、効果検証を行った。 
 同じく、少子化・高齢化の問題を抱える大平山・丸山地区では、2017年度より地域の町内会
と協力し、地区の将来計画の策定に携わった。2017 年度は、地域資源や地域課題を可視化し、
当事者意識を高めることを目的として、地区住民が参加する複数回のワークショップを開催し



た。ワークショップでは、居住環境点検、SWOT分析、将来ビジョンの絞り込み、テーマごと
に実現可能なアクション・プランの策定を順に実施した。以上の介入研究の結果、2018年度に
は、同地区には 3つのアクショングループがうまれた。このグループが主体となり、2018年度
末に、地区住民のニーズ把握と現状分析を目的とする全戸配布の質問紙調査を実施した。 
 
（4）プラットフォーム構築に関するモデルの提示 
 （1）理論研究で示した 4段階は、（2）比較事例研究と（3）介入研究でも確認できたが、政
策領域ごとの過程の違いや、段階を進めるための細かな手法が存在することも明らかとなった。 
 （2）の比較事例研究の 1番目の学校支援に関するプラットフォームの構築過程に関する研究
は、（a）（b）の活動による社会関係資本の蓄積により、（c）持続可能な仕組みが築かれ、学校
支援のプラットフォームとして機能することを示したものである。ここから、プラットフォー
ムの構築には、一定の時間が必要であると見ることができる。2 番目の地方創生に関する官民
連携プラットフォームの研究は、すでに（a）（b）に関する基盤が成立している地域において、
その基盤を活かし、地域自治組織という制度を有効に活用することで、（c）取り組みの持続可
能性を高めることができることを示したものである。 
 3番目の女性活躍推進で取り上げた先行事例の多くは、行政主導で、主に（a）の対話の場づ
くりに着手した段階で、（b）以降の段階への移行において課題を有していると言える。4 番目
の子どもの貧困対策は、現状、民間組織の取り組みが先行し、官民連携のプラットフォームの
強化が必要とされている状況にある。先進事例の中では、プラットフォーム構築の萌芽が見ら
れ、民間部門の取り組みが先行するプラットフォームの構築過程として注目できる。 
 介入研究では、住民運営の通いの場の設置においても、地区のアクション・プランの策定に
おいても、（a）関係者が対話する場をつくること、（b）既存の地域資源やつながりを活用する
ことが重要であることが示されていた。この段階で有効なのは、地域の課題や資源を認識する
ための居住環境点検や将来ビジョンの作成といった合意形成の手法と、住民のエンパワメント
のためにこれらの学習機会への積極的な参加と対話を促していくファシリテーションの手法で
ある。さらに、（c）の持続可能な仕組みを築くにあたっては、課題解決のための組織づくりや
アクショングループの形成と、伴走型の活動支援が重要となることも明らかにされた。 
 以上の（4）の部分の研究成果については、2019年度に順次公表を行う予定である。 
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